
第１号様式（令和３年度） 
交 付 申 請 書 

 

（あ て 先） 京 都 市 長    年   月   日 
申請者の住所 
（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地）  
（〒    －     ） 
  

ふりがな： 

申請者の氏名  
（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者名） 
 
 

 
  

（電話     －     －     ） 
まちの匠の知恵を活かした京都型耐震・防火リフォーム支援補助金交付要綱第１１条第１項 
及び京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱第１１条第１項の規定により，  

 関係書類を添えて補助金の交付を申請します。 

補 助 対 象 
建築物の概要 

所 在 地 
□申請者の住所と同一 

□その他（京都市                     ） 
建 築 年 （明治・大正・昭和・平成）      年 

住戸の形態 □一戸建ての住宅 □共同住宅 □長屋（   戸 ／全   戸） 

用 途 

□専用住宅 
□住宅宿泊事業法第３条第１項の届出に係る住宅（予定を含む） 
□店舗等を兼ねる住宅 

延べ面積     ㎡  （うち居住部分     ㎡） 
居住部分の面積の割合  （    ％ ≧ ５０％ ） 
居住部分以外の部分の用途（            ） 

関係権利者

の 同 意 

関係権利者の同意を得ている。 
・所有予定者，居住者，居住予定者の場合…所有者の同意 
・複数の者で共有している住宅の場合………共有者全員の同意 
・賃貸住宅の場合………………………………賃貸人及び賃借人の全員の同意 

□はい 

 
※ 申請を代理人に委任する場合は，以下について記入してください。   

＜委任状＞ 
私（申請者）は，下記の者を代理人と定め，まちの匠の知恵を活かした京 

都型耐震・防火リフォーム支援補助金及び京都市既存住宅省エネリフォーム 

支援補助金に係る一切の手続の権限を委任します。 

年  月  日 

 

（委任者） 住 所                         

 

氏 名                         

 

記 

 

（代理人） 住 所                         

 
氏 名                         
  
電 話（日中連絡がつく番号） 

       以上 

 

受付欄 
※この欄は記入 

しないでください 

受付番号 

（耐 震） 
 
 

（防火） 
 
（   学区） 
（省エネ） 
 
 

受付印 

京都市のすまいに関する助成制度等の利用状況 
１まちの匠の知恵を活かした京都型耐震・防火リフォーム支援事業   □申請（予定を含む）□予定なし 
２既存住宅の省エネリフォーム支援事業  □申請（予定を含む）□予定なし 
３住宅用太陽光発電・太陽熱利用設備等設置補助事業  □申請（予定を含む）□予定なし 
４空き家の活用・流通支援等補助金  □申請（予定を含む）□予定なし 
５指定京町家改修補助金・個別指定京町家維持修繕補助金  □申請（予定を含む）□予定なし 

 

 

中間検査予定日 



□ 京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金 

※ 複数の住宅を申請する場合は，申請しようとする全ての住宅の合計額を記入してください。 
 

※必要に応じて，面積計算表を添付してください。 

申請しようと
する住宅の数 

【     】戸 
申請しようとする住宅が複数の場合は，別記様式を提出してください。 

同 種 類 似 
の 補 助 金 
の 交 付 に 
つ い て  

過去の「京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱」に基づく補助金の

交付について 
 □受けていない  

□受けている（利用時期：   年   月，補助金交付額：        円） 

補助事業を実施する箇所について，上記の補助金のほ

かの国又は地方公共団体から同種類似の補助金の交

付について 

  
□受けたことがない 

補助対象工事 
に要する費用 

（※）                   円 （税抜金額としてください。） 

補助金額 
（※）                                 円 

補 助 対 象 工 事 を 申

請者から直接請け 
負う工事施工者(予定) 

業者名： 担当者： 

本店所在地：〒 
 
 

電話：  －  － 

補助事業実施

予 定 期 間 令和   年   月   日 ～ 令和   年   月   日 

補助対象工事

の 要 件 
補助を受けようとする工事について「京都市既存住宅省エネリフォーム

支援補助金交付要綱」の別表１から別表３までの規定を満たしている。          
□はい 

添付書類一覧（番号順に添付のこと）  

⑴ 補助対象工事に係る下請負人リスト（補助対象工事を申請者から直接請け負う工事施工者（予

定）が，本店又は主たる事務所を京都市外に置く場合に限る。） 
⑵ 補助金額算出書【第２号様式】 

⑶ 付近見取図 
⑷ 所有者であることを証する書類，又は，居住者であることを証する書類 
（交付申請のときから３箇月以内に証明されたものに限る。） 

⑸ 補助事業に要する費用の見積書 

⑹ 補助事業の計画図面（工事部位，工事内容） 

⑺ 申請建築物の全景写真（専用住宅の場合は不要。） 
⑻ 使用する材料等が，本市が指定する性能を備えることが分かる書類（製品の省エネ性能等が記

されたカタログの写し等。ただし，使用する材料等が，本市が性能を確認済みのものである場合

は一覧表。） 



第１号様式 別記様式（申請住宅の概要） 

申請しようとする住戸すべてについて記入し，提出してください。なお，次の必要事項を全て

記載した別の書面を提出する場合は，この様式は不要です。 

 

申請住宅① 

所 在 地 京都市   区 

補助対象工事

に要する費用                  円（税抜金額としてください。） 

補 助 金 額                                  円 

住 戸 の 形 態 □一戸建ての住宅 □共同住宅 □長屋 

用 途 及 び 
延 べ 面 積 

□専用住宅 
□住宅宿泊事業法に基づく届出住宅（予定を含む） 

□店舗等を兼ねる住宅 
  延べ面積     ㎡  （うち居住部分     ㎡） 

居住部分の面積の割合  （    ％ ≧ ５０％ ） 
居住部分以外の部分の用途（            ） 

建 築 年 （明治・大正・昭和・平成）      年 

補助対象工事を

申請者から直接

請 け 負 う 工 事 
施工者（予定） 

業者名： 担当者： 

本店所在地：〒 
電話：  －  － 

補助事業実施

予 定 期 間 令和   年   月   日 ～ 令和   年   月   日 

申請住宅② 

所 在 地 
京都市   区 
※申請住宅①と部屋番号のみ異なる場合は，部屋番号のみの記載でも可 

補助対象工事

に要する費用                  円（税抜金額としてください。） 

補 助 金 額                                  円 
※以下の記入欄は，申請住宅①と異なる箇所のみ記載 
住 戸 の 形 態 □一戸建ての住宅 □共同住宅 □長屋 

用 途 及 び 
延 べ 面 積 

□専用住宅 
□住宅宿泊事業法に基づく届出住宅（予定を含む） 

□店舗等を兼ねる住宅 
  延べ面積     ㎡  （うち居住部分     ㎡） 

居住部分の面積の割合  （    ％ ≧ ５０％ ） 
居住部分以外の部分の用途（            ） 

建 築 年 （明治・大正・昭和・平成）      年 
補助対象工事を

申請者から直接

請 け 負 う 工 事 
施工者（予定） 

業者名： 担当者： 
本店所在地：〒 

電話：  －  － 

補助事業実施

予 定 期 間 令和   年   月   日 ～ 令和   年   月   日 



 

 

申請住宅③ 

所 在 地 
京都市   区 
※申請住宅①と部屋番号のみ異なる場合は，部屋番号のみの記載でも可 

補助対象工事

に要する費用                  円（税抜金額としてください。） 

補 助 金 額                                  円 
※以下の記入欄は，申請住宅①と異なる箇所のみ記載 
住 戸 の 形 態 □一戸建ての住宅 □共同住宅 □長屋 

用 途 及 び 
延 べ 面 積 

□専用住宅 
□住宅宿泊事業法に基づく届出住宅（予定を含む） 

□店舗等を兼ねる住宅 
  延べ面積     ㎡  （うち居住部分     ㎡） 

居住部分の面積の割合  （    ％ ≧ ５０％ ） 
居住部分以外の部分の用途（            ） 

建 築 年 （明治・大正・昭和・平成）      年 
補助対象工事を

申請者から直接

請 け 負 う 工 事 
施工者（予定） 

業者名： 担当者： 
本店所在地：〒 

電話：  －  － 

補助事業実施

予 定 期 間 令和   年   月   日 ～ 令和   年   月   日 

申請住宅④ 

所 在 地 
京都市   区 
※申請住宅①と部屋番号のみ異なる場合は，部屋番号のみの記載でも可 

補助対象工事

に要する費用                  円（税抜金額としてください。） 

補 助 金 額                                  円 
※以下の記入欄は，申請住宅①と異なる箇所のみ記載 
住 戸 の 形 態 □一戸建ての住宅 □共同住宅 □長屋 

用 途 及 び 
延 べ 面 積 

□専用住宅 
□住宅宿泊事業法に基づく届出住宅（予定を含む） 

□店舗等を兼ねる住宅 
  延べ面積     ㎡  （うち居住部分     ㎡） 

居住部分の面積の割合  （    ％ ≧ ５０％ ） 
居住部分以外の部分の用途（            ） 

建 築 年 （明治・大正・昭和・平成）      年 
補助対象工事を

申請者から直接

請 け 負 う 工 事 
施工者（予定） 

業者名： 担当者： 
本店所在地：〒 

電話：  －  － 

補助事業実施

予 定 期 間 令和   年   月   日 ～ 令和   年   月   日 



参考様式        補助対象工事に係る下請契約の請負人リスト 
 

 京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱第６条に規定する補助対象工事については，以

下の工事施工者が施工します。 

下請負人 工事種別 
業 者 名： 

担 当 者： 

本店所在地：〒 
京都市 
 

 
（電話    －    －     ） 

 
□内窓設置   □外窓交換  □ガラス交換 
□ドアの断熱改修   □外壁への断熱材設置 
□屋根への断熱材設置 □天井への断熱材設置 
□床への断熱材設置  □内装断熱パネルの設置 
□屋根面の遮熱工事  □外壁面の遮熱工事 
□庇の設置      □窓面の遮熱工事 
□高断熱浴槽の設置  □内装の左官工事 

業 者 名： 

担 当 者： 

本店所在地：〒 
京都市 
 

 
（電話    －    －     ） 

 
□内窓設置   □外窓交換  □ガラス交換 
□ドアの断熱改修   □外壁への断熱材設置 
□屋根への断熱材設置 □天井への断熱材設置 
□床への断熱材設置  □内装断熱パネルの設置 
□屋根面の遮熱工事  □外壁面の遮熱工事 
□庇の設置      □窓面の遮熱工事 
□高断熱浴槽の設置  □内装の左官工事 

業 者 名： 

担 当 者： 

本店所在地：〒 
京都市 
 

 
（電話    －    －     ） 

 
□内窓設置   □外窓交換  □ガラス交換 
□ドアの断熱改修   □外壁への断熱材設置 
□屋根への断熱材設置 □天井への断熱材設置 
□床への断熱材設置  □内装断熱パネルの設置 
□屋根面の遮熱工事  □外壁面の遮熱工事 
□庇の設置      □窓面の遮熱工事 
□高断熱浴槽の設置  □内装の左官工事 

業 者 名： 

担 当 者： 

本店所在地：〒 
京都市 
 

 
（電話    －    －     ） 

 
□内窓設置   □外窓交換  □ガラス交換 
□ドアの断熱改修   □外壁への断熱材設置 
□屋根への断熱材設置 □天井への断熱材設置 
□床への断熱材設置  □内装断熱パネルの設置 
□屋根面の遮熱工事  □外壁面の遮熱工事 
□庇の設置      □窓面の遮熱工事 
□高断熱浴槽の設置  □内装の左官工事 

 
 
 
 
 
 

注文者 
業者名： 
代表者： 
                            

 



第２号様式 補助金額算出書 
工事種別 (ア)単価（円） (イ)数量 合計(ア)×(イ) （円） 

 
 

 

基
本
工
事 

開口部の 

断熱改修 

内窓設置 

大 2.8 ㎡以上 18,000 箇所  

中 1.6 ㎡以上 2.8 ㎡未満 12,000 箇所  

小 0.2 ㎡以上 1.6 ㎡未満 7,000 箇所  

外窓交換 

大 2.8 ㎡以上 18,000 箇所  

中 1.6 ㎡以上 2.8 ㎡未満 12,000 箇所  

小 0.2 ㎡以上 1.6 ㎡未満 7,000 箇所  

ガラス交換 

大 1.4 ㎡以上 7,000 枚   

中 0.8 ㎡以上 1.4 ㎡未満 4,000 枚   

小 0.1 ㎡以上 0.8 ㎡未満 2,000 枚   

ドアの 

断熱改修 

玄関ドア（2.6 ㎡以上） 30,000 箇所  

上記以外の場合 15,000 箇所  

外壁への 

断熱材設置 

土壁への断熱材設置 
大 200,000 式   

小 100,000 式   

上記以外の場合 
大 100,000 式   

小 50,000 式   

屋根への断熱材設置 100,000 式   

天井への断熱材設置 
大 30,000 式   

小 15,000 式   

床への断熱材設置 
大 50,000 式   

小 25,000 式   

内装断熱

パネルの設置 

壁 
16 ㎡以上 50,000 式   

8 ㎡以上 16 ㎡未満 25,000 式   

天井 
16 ㎡以上 50,000 式   

8 ㎡以上 16 ㎡未満 25,000 式   

床 
16 ㎡以上 50,000 式   

8 ㎡以上 16 ㎡未満 25,000 式   

遮熱工事 

屋根面の遮熱

工事（遮熱塗装

等，遮熱鋼板） 

50 ㎡以上 30,000 式   

25 ㎡以上 50 ㎡未満 15,000 式   

外壁面の 
遮熱工事 

50 ㎡以上 30,000 式   

25 ㎡以上 50 ㎡未満 15,000 式   

庇の設置 8,000 箇所  

窓面の遮熱工事

(遮熱フィルム，

遮熱塗装等) 

大 1.4 ㎡以上 2,000 枚   

中 0.8 ㎡以上 1.4 ㎡未満 1,000 枚   

小 0.1 ㎡以上 0.8 ㎡未満 500 枚   

高断熱浴槽の設置 20,000 式   

 ①小 計  円 

オ
プ
シ
ョ
ン
工
事 

内装の左官工事 20,000 式   

浴室の断熱改修 10,000 式   

②小 計（①の金額を超える場合はその金額）  円 

補助金額合計（50万円を超える場合は50万円）  円 

（参考） 総工事費用※省エネリフォーム以外の工事も含めた工事金額（税抜）を記入してください。  円 

 



第３号様式 

 

変 更 承 認 申 請 書 

 

（あて先） 京 都 市 長   令和   年   月   日 

申請者の住所 

（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地）  

（〒    －     ） 

 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者名） 

 
 

（電話   －    －    ） 

 

 補助事業の内容の変更又は経費の配分について変更しますので，京都市既存住宅省エネリ

フォーム支援補助金交付要綱第１３条第１項の規定により申請します。 

交付決定通知書の 

年 月 日 及 び 番 号 
令和  年  月  日  京都市指令都住政第      号 

報 告 の 理 由 
 □ 計画の変更のため。 

 □ その他（                       ） 

変 更 の 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・補助対象工事に要する費用について 

□変更なし 

□変更あり （       ）円 → （        ）円 

・補助金額について  

□変更なし 

□変更あり （       ）円 → （        ）円 

※ 適宜，写真，補助金額算出書等の資料を添付してください。 



第４号様式 

 

補助事業中止・廃止届出書 

 

（あて先） 京 都 市 長   令和   年   月   日 

申請者の住所 

（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地） 

（〒    －     ） 

 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者名） 

 
 

（電話    －    －     ） 

 

京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱第１３条第２項の規定により，補助事

業を中止・廃止する旨を届け出ます。 

交 付 決 定 通 知 書 の 

年 月 日 及 び 番 号 
令和  年  月  日  京都市指令都住政第     号 

中止・廃止の理由 

 

 

 



第５号様式（令和３年度） 
 

実 績 報 告 書 

 

（あて先） 京 都 市 長       年   月   日 

申請者の住所 
（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地）  
（〒    －     ） 
  

申請者の氏名 
（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者名） 
   

 
 

 

（電話    －    －     ） 

 

  まちの匠の知恵を活かした京都型耐震・防火リフォーム支援補助金交付要綱第１５条及び 

  京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱第１４条の規定により， 

  関係書類を添えて，報告します。（※１） 

まちの匠の知恵

を 活 か し た 

京 都 型 

耐 震 ・ 防 火 

リ フ ォ ー ム 

支 援 事 業 

交付決定通知書の 

年月日及び番号 
    年  月  日 京都市指令都建安第    号 

変更承認通知書の

年月日及び番号

（※２） 

    年  月  日 京都市指令都建安第    号 

京 都 市 既 存 

住 宅 省 エ ネ 

リ フ ォ ー ム 

支 援 事 業 

交付決定通知書の 

年月日及び番号 
    年  月  日 京都市指令都住政第    号 

変更承認通知書の

年月日及び番号

（※２） 

    年  月  日 京都市指令都住政第    号 

※１ この面は，まちの匠の知恵を活かした京都型耐震・防火リフォーム支援事業及び京都既存住宅省エネリフォーム支

援事業で共通です。これらの事業を同時に利用する場合，京都既存住宅省エネリフォーム支援事業については，こ

の面を複写して利用することが可能です。 

※２ 変更承認申請書を提出している場合に記入してください。 

   複数回変更している場合は，最終の変更承認通知書の年月日及び番号を記入してください。 

受付欄    受付印 

※この欄には 

記入しないで 

ください 



□ 京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金 

補 助 対 象 工 事 

に 要 す る 費 用 

（※） 

 

               円（税抜金額としてください。） 

補 助 金 額 

（※） 

 

               円 

補 助 事 業 の 

実 施 期 間 
令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日  

※ 複数の住宅を申請する場合は，申請しようとする全ての住宅の合計額を記入してください。 
 
軽微な変更がある場合，以下の欄に記入してください。 
□ 補助対象工事に要する費用の変更 

変更前                円 

変更後                円 

□ 工事種別ごとの補助金の額に変更を生じない工事内容の変更 

 

 

□ 工事施工者の変更 

  ・変更後の業者名： 

  ・変更後の業者の本店所在地：〒 

 

□ 補助事業者（申請者）の住所の変更 

 

□ その他 

 
添付書類一覧（番号順に添付のこと） 

⑴ 補助事業に係る請負契約書又はこれに代わる書類の写し 

⑵ 補助事業に要した費用を支出したことを証する領収書の写し 

⑶ 補助事業の下請契約に係る契約書又はこれに代わる書類の写し（補助対象工事を申請者から

直接請け負う工事施工者が，本店又は主たる事務所を京都市外に置く場合に限る。） 

⑷ 補助事業の着手前及び完了後（隠ぺい部については施工中）の状況を示す写真 

（補助対象工事部位ごとの写真） 
⑸ 補助事業の施工者が発行する工事内容証明書【第６号様式】若しくは使用した材料等の出荷

証明書又は納品書等の写し 
 



第５号様式 別記様式（申請住宅の概要） 

 

申請しようとする住戸すべてについて記入し，提出してください。なお，次の必要事項を全て

記載した別の書面を提出する場合は，この様式は不要です。 

 

※必要に応じて，記入欄を追加してください。 

所 在 地 

住 宅 ① 京都市   区 

住 宅 ② 京都市   区 

住 宅 ③ 京都市   区 

住 宅 ④ 京都市   区 

補助対象工事

に要する費用 

住 宅 ①                  円（税抜金額としてください。） 

住 宅 ②                  円（税抜金額としてください。） 

住 宅 ③                  円（税抜金額としてください。） 

住 宅 ④                  円（税抜金額としてください。） 

補 助 金 額 

住 宅 ①                                 円 

住 宅 ②                                 円 

住 宅 ③                                 円 

住 宅 ④                                 円 



   
 

第６号様式 

 

 

工事内容証明書 

 

 

 

下記のとおり，京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱第６条に適

合する工事を行ったことを証明します。 

 

 

 

 

令和   年   月   日 

 

  

 
工事施工者                      印 

 

所 在 地 

 

 

 

電 話 

 

 

 

 

 

 

  

京都市長 あて 

工 事 発 注者 の 

氏 名 
 

補 助 対 象住 宅 

の 所 在 地 

京都市     区 

マンション・アパート名・部屋番号 

（部屋番号は必ず記入してください。） 

※１ 補助対象工事を申請者から直接請け負う工事施工者（元請）が記載してください。 

※２ 必ず記載例に従って記載してください。 

※３ 記載内容に不備がある場合，補助金が受け付けられませんので，注意してください。 

 

 

 

 



   
 

工事種別 使用した材料の概要 

□開口部の

断熱改修 

□内窓設置 

大 2.8 ㎡以上 箇所 

＜記載例＞ 

商品名：●●●   メーカー名：△△△ 

寸法等：AW－１ Ｗ○．○○×Ｈ○．○○ 

＝○．○○㎡（○箇所） 

中 1.6 ㎡以上 

2.8 ㎡未満 
箇所 

小 0.2 ㎡以上 

1.6 ㎡未満 
箇所 

□外窓交換 

大 2.8 ㎡以上 箇所 

＜記載例＞ 

商品名：●●●   メーカー名：△△△ 

寸法等：AW－１ Ｗ○．○○×Ｈ○．○○ 

＝○．○○㎡（○箇所） 

中 1.6 ㎡以上 

2.8 ㎡未満 
箇所 

小 0.2 ㎡以上 

1.6 ㎡未満 
箇所 

□ガラス交換 

大 1.4 ㎡以上 枚 

＜記載例＞ 

商品名：●●●   メーカー名：△△△ 

寸法等：AW－１ Ｗ○．○○×Ｈ○．○○ 

＝○．○○㎡（○枚） 

中 0.8 ㎡以上

1.4 ㎡未満 
枚 

小 0.1 ㎡以上 

0.8 ㎡未満 
枚 



   
 

工事種別 使用した材料の概要 

□ドアの 

断熱改修 

□玄関ドア 
 (2.6 ㎡以上) 

＜記載例＞ 

商品名：●●●   メーカー名：△△△ 

寸法等：AW－１ Ｗ○．○○×Ｈ○．○○＝○．○○㎡（○箇所） 

□上記以外 
の場合 

＜記載例＞ 

商品名：●●●   メーカー名：△△△ 

寸法等：AW－１ Ｗ○．○○×Ｈ○．○○＝○．○○㎡（○箇所） 

□外壁，屋

根，天井，

床への断

熱材設置 

□外壁 

＜記載例＞ 

商品名：●●●（外壁） メーカー名：△△△ 

熱伝導率（λ）の値： ○．○○○ 

使用量：使用面積（㎡）× 厚み ＝ ○○．○○㎥ 

□屋根 

□天井 

□床 

□内装断熱

パネルの

設置 

□壁 

＜記載例＞ 

商品名：●●●（外壁） メーカー名：△△△ 

熱伝導率（λ）の値： ○．○○○ 

施工面積： ○○.○○㎡ 

□天井 

□床 



   
 

工事種別 使用した材料の概要 

□遮熱改修 

□屋根面の 

遮熱塗装等 

□屋根面の 

遮熱鋼板 

＜記載例＞ 

商品名：●●●（塗料）    メーカー名：△△△ 

施工面積：○○．○○㎡ 

□外壁面の 

遮熱工事 

＜記載例＞ 

商品名：●●●        メーカー名：△△△ 

施工面積：○○．○○㎡ 

□庇の設置 

＜記載例＞ 

庇の大きさ 

（Ｈ＝庇等の下端から開口部下端までの距離，Ｄ＝庇の出寸法，Ｄ≧1/3Ｈ） 

Ｈ＝○○○㎜，Ｄ＝○○○㎜ （○箇所） 

□遮熱改修 

□窓面の遮熱

工事 

(遮熱フィルム，

遮熱塗装等) 

大 1.4 ㎡以上 枚 

＜記載例＞ 

商品名：●●●（塗料）メーカー名：△△△ 

寸法等：Ｗ○．○○×Ｈ○．○○ 

＝○○．○○㎡（○枚） 

中 0.8 ㎡以上

1.4 ㎡未満 
枚 

小 0.1 ㎡以上 

0.8 ㎡未満 
枚 

□高断熱浴槽の設置 

＜記載例＞ 

商品名：●●● メーカー名：△△△ 

浴槽名：●●● ふた名：△△△ 

□内装の左官工事 

＜記載例＞ 

商品名：●●● メーカー名：△△△  

施工面積：○○．○○㎡ 

□浴室の断熱改修 上記のとおり 

 



第７号様式 

 

補助金請求書 

 

令和   年   月   日 

 

（あて先） 京 都 市 長  

申請者の住所 

（法人その他の団体にあっては，主たる事務所の所在地）  

（〒    －    ） 

 

申請者の氏名 

（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者名）  

 

（電話    －   －    ） 

 

 京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金交付要綱第１６条の規定により，補助金を

請求します。 

補助金請求額 

 十万 万 千 百 十 一 

円        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（別紙）補助金の振込先 

 

振
込
先
金
融
機
関
名 

 

銀  行 

信用金庫

信用組合 

農  協 

 

本 店 

支 店 

出張所 

受

取

人 

預
金
種
目 

１ 普通 

２ 当座 

３ 貯蓄 

口
座
番
号 

       

（フリガナ） 

（口座名義） 

       


